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2016人事院勧告、３年連続月例給・一時金引き上げ改定勧告
配偶者に係る扶養手当見直しを強行
１．人事院は本日（８月８日）、内閣総理大臣および衆・参両院議長に、2016年の給与改定に関する勧告、育児休業法改正の意見の申出、勤務時間法改正の勧告を行った。

２．給与改定に関する人事院勧告・報告のポイントについては以下のとおり。
○　勧告・報告のポイント
	月例給・一時金ともに引上げ

①　官民較差（0.17％）を埋めるため、俸給表の水準を引き上げ。給与制度の総合的見直しにおける本府省業務調整手当の引き上げ。

②　一時金を引き上げ（0.1月）、勤勉手当に配分。

給与制度の改正
①　給与制度の総合的見直しにおける本府省業務調整手当の引き上げ。
②　配偶者に係る扶養手当を他の扶養親族と同額の6,500円に引き下げ。子に係る扶養手当を10,000円に引き上げ。

③　専門スタッフ職俸給表に４級を新設。


３．今年の人事院勧告は、民間春闘結果や全印刷・全造幣の中労委調停が３年連続賃上げとなるなかで、国家公務員については2015年４月より導入された給与制度の総合的見直しの経過措置期間中であり、民間の賃上げの流れがラスパイレス比較にどのような影響を与えるかが注目された勧告であった。
４．結果として、月例給・一時金の３年連続の引き上げという最低限の要求は達成した。較差を若年層に重点的に配分したことは、臨時・非常勤等職員の賃上げに資するものでもあり、一定の評価はできるが、社会的な賃上げの流れが全ての世代に十分に行きわたらなかったことは遺憾である。さらに、政治的要請を受けた形で「配偶者に係る扶養手当の見直し」を強行勧告したことは、私たちの反対を無視するだけでなく、労働基本権制約の代償措置としての人事院の機能を放棄したと言わざるを得ない。
５．さらに、自治労は「指定職俸給表をのぞくすべての俸給表において引き上げを行ったことについては一定の評価をする」としつつも本府省業務調整手当に較差が配分されたことについては「本来であれば、基本給である俸給表等の引き上げで解消すべき」とし、扶養手当の見直しについては「政府からの要請にこたえるかたちで、配偶者手当を削減する内容となっており、民間企業の支給実態からも乖離している」「拙速な見直しと言わざるを得ない」との見解を示した。
　　また、「各自治体における労使交渉結果の尊重とともに、『骨太方針2016』に基づく民間委託等の推進などによる人員削減の圧力に抗し、国が不当な干渉を行うことの無いよう、総務省・国会対策をさらに強化する」との決意を示した。
６．今後はこの人事院勧告を受けて、北海道・札幌市における人事委員会勧告期にむけた対応を強化するとともに公務員連絡会・自治労本部に結集し、国会・総務省対策に全力をあげなければならない。
消費増税先送りの一方で、2020年度のプライマリーバランス黒字化の政府方針は堅持されており、さらに秋の臨時国会では約4.5兆円規模の補正予算も審議される見通しで、公務員人件費の引き下げ圧力がさらに強まることが想定され、2016人事院勧告の取り扱いは昨年同様、決して予断を許さない情勢と受け止める必要がある。
自治労北海道本部、地方本部、単組・総支部は、月例給・一時金の増額改定、配偶者に係る扶養手当については組合員の生活実態・地域の雇用情勢等を把握したうえでの検討とすること、臨時・非常勤等職員の処遇改善などあらゆる要求事項の実現にむけ、最大の山場である賃金確定期の闘争方針を確立していく。
全単組・総支部は明日の第３次全国統一行動日において、2016人事院勧告の概要や自治労見解などを時間外職場集会や教宣紙などで全組合員へ周知すること。
以上
【人事院報告・勧告関係資料の送付、配信】
	①　給与勧告の骨子（人事院作成）
②　育児休業法改正の意見の申出及び勤務時間法改正の勧告の骨子（人事院作成）
③　公務員人事管理に関する報告の骨子（人事院作成）
④　2016人事院勧告に対する自治労見解
⑤　公務員連絡会声明
⑥　連合談話

⑦　給与勧告の仕組みと勧告のポイント（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑧　勧告および報告本文（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑨　人事院総裁談話（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑩　俸給表（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
以上の資料は、解禁後すべて道本部ホームページとサイボウズガルーンでご覧になれます。
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